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 第 3回下野市国民健康保険運営協議会会議録 

 

１．日  時    平成２８年 ８月４日（木） 午後１時３０分～ 

 

２．場  所     ３０３会議室 

 

３．出席委員 

（１）被保険者代表      川上 順次郎 委員   加藤 尚德  委員 

木村 保弘  委員   黒須 重光  委員 

 

（２）保険医又は保険薬剤師代表 

                村田 光延  委員   荒井 博義  委員 

                内藤 文明  委員   山﨑 宏   委員  

                 

（３）公益代表        磯辺 香代  委員   中村 節子  委員 

               塚原 良子  委員   井上 永子  委員 

               永山 登志子 委員 

                

（４）被用者保険代表    高尾 健二  委員   増渕 浩   委員 

              五十嵐 一彦 委員 

                                  （以上１６名） 

４．欠席委員     

   被保険者代表       本多 菊江 委員 

 保険医又は保険薬剤師代表 鈴木 玉枝 委員 

                                   （以上 ２名） 

５．出席職員     

   市民生活部長  布袋田 実 

市民課長    所 光子      市民課補佐    仙頭 明久 

税務課長    手塚 均      税務課長補佐    長塚 章 

税務課長補佐    野口 範雄           

                                   （以上 ６名）            

６．議事録署名委員 

   被保険者代表  川上 順次郎  委員  被用者保険代表   高尾 健二  委員  

                                   （以上 ２名） 
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７．議 題 

 議事 

    （1）国民健康保険税の見直しについて 

      ・答申書（案）について          （資料１） 

   

      (2)平成２７年度下野市国民健康保険特別会計歳入歳出決算について 

                       （資料２、資料２－１～２－４） 

 

（3）平成２８年度下野市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について 

                       （資料３） 

 

添付資料 

  ・国民健康保険税の賦課限度額について・・・・・・・・・・・（参考資料１） 

  ・栃木県内１４市と近隣町の国保税率の状況・・・・・・・・・（参考資料２） 

  ・平成２７年度国民健康保険特別会計の状況・・・・・・・・・（参考資料３） 

  ・平成２６年度１人当たりの医療費及び１人当たり保険税額・・(参考資料４) 

 

 

＜開会 午後１時３０分＞ 

 

【市民生活部長】皆さんこんにちは。定刻になりましたので、只今から平成２８年度第

３回国保険運営協議会を開会させて頂ききます。なお、本日の会議ですが、被保険者代

表の本多委員、薬剤師代表の鈴木委員の２名より、欠席の連絡がありましたのでご報告

いたします。それでは、これより議事に入るわけでございますが、下野市国民健康保険

規則第９条の規定により、議事の進行を会長にお願い致します。 

【磯辺会長】本日はお忙しい中、第３回国民健康保険運営協議会にご出席頂きまして誠

にありがとうございます。早速議事に入らせて頂きます。議事がスムーズに進行できま

すよう、ご協力を宜しくお願い致します。本日の出席につきましては、定数１８名のと

ころ１６名で、規則第１１条の過半数に達していますので、会議が成立していることを

ご報告申し上げます。続いて、下野市国民健康保険規則第１４条の規定により、本日の

会議録署名委員に、被保険者代表の川上委員と被用者保険等保険者代表の高尾委員を指

名したいと思いますがご異議ございませんか。 

 

     ―異議なし― 

 

【磯辺会長】異議なしと認め、本日の会議録署名委員には、被保険者代表の川上委員と

被用者保険等保険者代表の高尾委員にお願いします。 
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それでは、会議次第に基づきまして進行させて頂きます。はじめに、議題(1)国民健康

保険税の見直しについて、答申書（案）について、事務局の説明を求めます。 

【事務局】それでは、資料１答申書（案）をご覧ください。今回、お配りしました答申

書（案）につきましては、前回の協議会で国民健康保険税の見直しについて協議してい

ただいた結果を反映して、２９年度から適用する「保険税の税率は改正しない」ものと

なっています。但し、前回お話ししましたとおり、税率の改正はしませんが、「賦課限度

額を変更するかしないか」ということについて、検討していただきたく、今回、２つの

パターンの答申書（案）を用意させて頂きました。黄色で着色してある箇所が、それぞ

れの変更箇所になります。（案１）は、「税率も賦課限度額も現在のままで、何も変更は

しない。」パターン、そして、（案２）は、「税率は現在のままで、賦課限度額を変更する。」

パターンになります。資料 1 の２枚目の表をご覧ください。あとで、税務課の担当より、

賦課限度額についての説明がありますので、詳細については省略させていただきますが、

（案１）よりも（案２）の方が医療給付費分、後期高齢者支援金分の賦課限度額が、そ

れぞれ２万円高くなっているのがおわかりになるかと思います。（案１）と（案２）のど

ちらにするのか、また、今回の答申書（案）につきましては、あくまでもたたき台とな

りますので、「ここを変更したほうがいいのでは」等のご意見がありましたら、あげてい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。それでは、答申書（案１）を

読み上げます。１諮問事項。平成２９年度から適用する国民健康保険税の税率について。 

２答申書内容。下野市の国民健康保険税は、平成２３年度の改正で、４方式から３方式

に賦課方式を変更、次いで、平成２６年度から平成２８年度までの３年間で基金を有効

に使い保険給付費に充当し、基金保有額を調整することが適正であるとの「平成２５年

１０月の答申」に基づき、平成２６年度に税率を改正したところです。下野市の国民健

康保険の財政の状況は、過去５年間の実績から今後の医療給付費を毎年２．５％増加す

ると推計しているが、平成２７年度においては、高額医療制度の制度拡大や高額な薬剤

の保険認定等により、８．９％という急激な医療費の伸びを見せました。また、高齢化

社会に伴う６５歳以上の被保険者数及び割合の増長とともに、厳しい経済情勢下での所

得の減少や失業、税法上の軽減の拡大等により、県内でも高い収納率ではあるが、税収

の大幅な伸びは期待できない状況にあります。しかしながら、平成２７年度決算におい

て、実質単年度収支が前年度と比較して、１億円以上の改善をみせるとともに、繰越額

が、過去５年で最高の４億７，０００万円を計上しました。そのため、平成２８年度繰

入予定の財政調整基金を減額することが出来、約３億８，１８５万円（平成２７年度末

現在）の財政調整基金は、平成２９年度に繰り越すことが可能となっています。このよ

うな状況の中、国民健康保険制度は、平成３０年度からの県広域化が決定され、栃木県

においては広域化に向けた細部の調整を行っている状況ではありますが、平成３０年度

からの保険税率等については、市町の状況により県より標準税率等が示されることとな
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っております。こうした現状について認識した上で、諮問事項について協議した結果、

国民健康保険税の税率等については、以下のとおりが望ましいとの結論に至った。 

（ 1 ）財政調整基金。 平成３０年度県広域化以降も、各市町において基金を保有する

ことは認められることから、予期せぬ保険給付の急激な伸びによる支出増や災害等の収

入減に対応するため、また、市で実施する保健事業を円滑に実施するため、引き続き基

金を保有し国民健康保険の財政基盤の安定化に有効に活用することが適切である。 

( 2 )賦課方式。平成３０年度からの県広域化において、３方式の賦課方式が望ましいと

されていることから、現３方式の現状のままとする。 

( 3 )税率及び賦課限度額。限度額については、平成３０年度からの県広域化において、

地方税法に規定された額を適用することとされているが、限度額適用被保険者の負担を

考慮し、平成２８年度の限度額を適用する。よって、平成２９年度から適用する国民健

康保険税の税率等は、平成２８年度と同率とし、限度額も平成２８年度と同額とする。

表については、省略させていただきます。 

３付帯意見。国民健康保険事業運営において、医療費の財源となる、国民健康保険税収

入を確保することは、安定的な運営を維持する上で最も重要なことであり、今後財政の

健全化に向け更なる対策を行う必要性があるので、ここに意見を附することとなる。 

( 1 )財源確保を図るため、国民健康保険税収納率向上対策に一丸となって全力で取り組

むこと。 

( 2 )財政的効果のある、国・県調整交付金を更に有効的に活用し、国民健康保険財政の

健全化に努められたい。 

( 3 )医療費の適正化を図るため、保健事業をはじめとする諸事業を効果的に実施し、医

療費の抑制に努めること。 

( 4 )国民健康保険税制度は、給付に見合った税の負担が求められており、適宜税率等の

見直しを行い、適正な負担を求めるよう努められたい。 

( 5 )今後も広報等の手段を用いて、下野市国民健康保険の財政状況、取り組み状況等を

分かりやすく説明し、広く市民の理解が得られるよう努められたい。また、平成３０年

度の県広域化により、平成３０年度には、税率等の改正が必須となる状況であるため、

市民に対する周知徹底を図られたい。 

それでは、引き続き税務課から説明となります。 

【税務課事務局】課税賦課限度額について説明をさせて頂きます。ご説明の前に、答申

書（案）の表の訂正があります。税率ですが５．８のところが現在、６．７です。１０

０分の１．９のところが２．０です。１００分の１．４のところが、１００分の２．１

です。大変申し訳ございませんでした。 

それでは、先にお配りした参考資料１「国民健康保険税の賦課限度額について」をご

覧ください。賦課限度額ですが、平成２５年度から平成２８年度、法定限度額がありま
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す。こちらにつきましては、前回、平成２５年度の答申に基づきまして、「限度額等につ

いては、地方税法に規定された額等に適応をするということとする」という答申を頂い

ておりますので、平成２６年から２７，２８という事で、毎年ですけれど４万円程増額

になるような形の体制を行っております。現在の法定限度額、平成２８年４月１日現在

については、８９万円という形になっています。この上限に改定した場合の課税額増加

額内訳ですが、医療費につきましては、５０万円以上、増加額として２万円増加の方が

２３５世帯、税額に直しまして４７０万になります。５２万から５４万の方、１円から

１９，９９９円の増加の方が３２世帯で２９万５，０００円。合計で２６７世帯、４９

９万５，０００円が増加の見込みです。総額につきましては、２万円対象が、１６２世

帯。それ以下の方が６０世帯という事で、合計３７７万３，０００円という見込みです。

合計で、８７６万８，０００円という事で、２８年度の第１期の調定を基に計算します

と、約９００万円弱の金額が増加という形となっております。 

次に参考資料２をご覧ください。こちらにつきましては、栃木県内１４市と近隣町の

国保税率の状況になります。一番右側の限度額合計の色の付いている所が８５万円の限

度額を現在使っている自治体です。６自治体が８５万円という事で、法定限度額を使っ

ております。こちらについては、今後の方針、他の自治体の状況もあるのですが、どの

様な形になるかはまだ不透明の状態であります。以上で、説明を終わらせていただきま

す。 

【市民課事務局】（案２）の違いを説明させて頂きます。答申書（案２）２ページを見て

下さい。こちらは、限度額が上がった場合の表示をしています。（３）税率及び賦課限度

額。限度額につきましては、平成３０年度からの県広域化において、地方税法に規定さ

れた額を適用することとすることから、地方税法に規定された額を適用する。よって、

平成２９年度から適用する国民健康保険税の税率等は、平成２８年度と同率とし、限度

額は、地方税法に規定された額を適用する。ここが（案１）と違っているところです。   

以上です。 

【磯辺会長】事務局の説明が終わりました。この（案１）と（案２）は、税率は同じで

すが限度額が違ってきますが。この件について、ご質問、ご意見等がありましたらお願

いいたします。川上委員。 

【川上委員】前回の会議の時に、限度額を変更しないという事で、今回この案を作って

頂いたのですが。これ以降、社会的情勢といいますか周りを見てみますと、新しく高額

な薬品がこの秋に認められたという事が新聞に書いてあります。前回、村田先生の方か

ら何らかのお話があったかと思いますけれども、私自身は、この情報がどれだけ保険医

療費の中に影響されるのかは詳しくは存じませんけれども、一応、日経新聞によります

と７月２１日に「高額薬適正投与へ指針」と新聞が発表しています。一面のトップに出

ております。 
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【磯辺会長】適正投与についてですか。 

【川上委員】適正投与についての指針ですね。ガン免疫薬「オプジーボ」。生活習慣病薬

「レパーサ」が、この秋から認められて保険適用になると載っております。それに関連

しまして一昨日ですかね、「オプジーボ」が薬品会社で、高額な売り上げにつながってい

るという情報が、やはり同じ日経新聞に出ております。すでに、担当課でもご存じかと

思うのですが、それを踏まえて、皆さんに確認の意味で情報を提供させて頂きました。

これを考慮しまして今後、検討していく必要があると思います。一つは、事務局の見解

を頂きたいと思っております。 

【磯辺会長】川上委員のご意見は、前回は、「税率はそのままにするけれども限度額はど

うしましょうか。」と言う事で２案、作って頂きました。税率はそのままで限度額は法定

どおり上げるか、そのままするかどうか。「２、３年上昇が続きました。」という事です。

今、ご意見がありました高額な薬の問題ですけども、それについて事務局。 

【市民課事務局】川上委員がおっしゃいました様に、その記事は私共も読ませて頂きま

したけれども、その部分の中には、これから高額な部分が出てくる場合には、厚生労働

省等が、これが適切な額なのか検証した状態で認めていく様な事も書かれていますもの

ですから、２９年度以降あまりにも高額になるという点に関しては、抑えながらの部分

が出てくるのではないかと期待している部分もあります。それから、前回もお話しまし

た様に３月をもちましてＣ型肝炎の薬も３割から４割位薬価が安くなってきております

ので、今のところ４月、５月、６月で支払っている医療費については、落ち着いている

状況になっております。 

限度額についての事務局の見解という事ですが、基本的に平成３０年度には、上げな

くてはいけませんので、その段階で負担がまた上がる部分もありますし。今まで高額で

負担をかけていた方々は、色々な形で大きな金額を払っているので、そちらの軽減をし

たいという部分もあります。相反するところがありますが。後は、県内の状況が今のと

ころ３０年度に法定どおりに上げるというのに合わせて低かったところは上げている状

況であります。２８年度、近隣では今まで壬生町等が低かったのですが、今回１０何万

と上げた所もございます。ただ７７万円から８１万円位のところは、静観している部分

もございまして、市町村によって対応がバラバラになっている状況になっております。

毎年ですけども、７月に納付書を出した段階で限度額の方々からは、「また、上がったの

か。」とご質問等、お問い合わせ等は何件か出ている状況でございます。 

【磯辺会長】川上委員。関連ですか。 

【川上委員】はい、限度額については分かりました。この薬が保険適応になるのですけ

ども、使用の適正な指針という事でこれから検討されていくのですが、保険適応になる

という事がこの新聞で私の理解によると、この秋に決まっていると言うことですから、

逆に国保の医療費が、全トータルとしての医療費が前年の前回と同じ様に一時バーンと
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上がる可能性も十分あるのですよ。もう既に決定はしているのですけども、保険税率に

影響してくる、あるいは繰越額に影響してくる、繰越額がガクーンと下がっている事に

つながっていくだろうと思いますけど、これについてはいかがでしょうか。 

【磯辺会長】村田委員、関連ですか。 

【村田委員】関連です。前回情報提供を頂いたので、これ自体は今までの話ですと、す

でに折り込み済みではあったのですけども、「オプジーボ」というのは、確かに年間数百

万円とかかると言われています。結局、細胞周囲にまでは適応は通っていますが、それ

が肺ガンにまで適応が広がるかどうなるのか、今、議論が進んでいます。まだ適応につ

いては限られているので、全体としての影響はそれ程出ないのかなと思います。薬の方

の薬価は今、調整されている途中かと思います。 

「レパーサ」は、家族性のコレステロール血症、高脂血症は沢山あるのですが、家族

性の非常に悪玉コレステロールを普通の５倍も増えるのを抑える注射を適応する。これ

も一応、折り込み済みで、これ以外のものも、今のところ無いというお話を前回もさせ

て頂きました。 

【磯辺会長】では、事務局。 

【事務局】一応ですね、医療給付に関しては、医療がかかっていた部分ですね、約半分

につきましては、国庫補助、県の財政調整交付金等で支給が賄われるという様な状況に

なっております。２９年度の１年間限りであれば対応可能かと。何でもこの先、市町村

でやっていくとそこまで踏まえた部分が、考慮していかなくてはならない部分もあるの

かと感じております。この付帯意見にもありましたように、県の補助金等をもらえるも

のは、極力活用して財政の健全化を図り、１年乗り切りたいと考えております。 

【磯辺会長】はい、ありがとうごあいました。 

この（１、２案）について、表現も、言い回しとか違和感でも結構ですので、ご意見ご

質問等お伺い出来たら。井上委員。 

【井上委員】ひとつですね、算用数字について、１案も２案もそうですが、資料１の下

から５行目ですね、「過去５年で最高４億７千万を計上しました。」とありますね、これ

億の場合、４億はいいのですが、７千万は千とか百は単位としては、使わないですね。

文科省の４４年の表記一覧とかを見て頂ければ分かりますし、市の財政予算の概要説明

もきちんとしていますので、ここは 7 千のところは、千は使わないですね普通。７千を

算用数字の７０００書いてカンマをつけるのが、正しい数字の表記、横字の場合の表記

の仕方だと思います。それにして、次の下「約３億８千１８５万円の８千の千、これは

使いません。千とは使わないですよね。単位として使いませんから。単位として千とか

百は使わないです。それを調べて頂ければ分かると思いますが。特に公的文章の場合で

は。ですから、３億８０００カンマ１８５万円が正しい表記かと思います。ので、1 も 2

も。（案１）も（案２）も同じだと思いますが。 
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【磯辺会長】お調べして下さい。 

【市民課事務局】修正させていただきます。 

【井上委員】それと「出来」は、今も使っていいのかどうかは分かりませんが、普通は

この「出来」はひらがな表記ですね。後、一つは、次のページですが、答申の説明のと

ころの「結論に至った。」のではなく「至りました。」の方がいいのかなと思います。そ

の下の文章がきちんと「である。」でまとめてあるので、ここだけ一つ断定しているので。

気が付いたので、申し訳ありません。 

【磯辺会長】文末を調べて、ルールに基づいて統一して下さい。 

【市民課事務局】分かりました、ありがとうございます。 

【磯辺会長】（(1)、(2)、(3)は「である。」調で書いて、他は、つなぎの文章は「です。ま

す。」で書くとか、一応ルールにのっとって。 

【井上委員】文章規定を見たのですが、私の方でも調べられなかったので。 

【磯辺会長】様式が混じっていますよね。文末を整理します、よろしいでしょうか。他

に、ございませんか。五十嵐委員。 

【五十嵐委員】２つ程、質問と確認をさせて頂きたいのですが。参考資料１で課税額内

訳の医療分ですが、これは大体、国保世帯数、下野市さんの何％位いるのか。ある程度、

割合的に世帯数が多いのであれば割合的に低い話になりますが。非常に割合が少ないと

なると、高額所得者だけが今回優遇したようなイメージに感じましたのもですから。 

 もう 1 点これはすでに説明はあったかと思うのですが、平成２７年度の改正で４方式

から３方式に変更したと、資産割を止めたということですか？それで更に平成３０年度

からは国民健康保険税の３方式が望ましいと、これは国や県なりが資産割を外した方が

いいと承認している。その辺が市の判断になるのでしょうけど、国が言っているどうい

う意味なのかお聞ききしたいのですが。 

【磯辺会長】質問が２つありました。税務課。 

【税務課事務局】先ほどの限度割の世帯数ですが、おおよそ３．３％という形になって

おります。３％前後で、２．８で。おそらく国の方でも税率改正については１．５％近

付けるという様な返答があるのですけども、それと比べると下野市は少し多いという現

状になっております。 

【五十嵐委員】一応、一つの目安があると。 

素人的に見ると、この３．３％と言うのは多いと思いますが。他が、均等割とか、所得

割とかあり、均等割が割と高いですよね。そういった高いところと照らし合わせたとい

うならば、広く良くするイメージですけども。今までは上の部分に厳しく課税していた

ところを排除する様な、スタンス的どの部分を排除するのかがこの答申案ではっきり分

からなかったところを確認したかったですけども。限度額だけの話の説明だけだと、ど

うなのだろうと思いますが。 
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【磯辺会長】もう一つ質問されましたね。 

【市民課事務局】３方式については、いわゆる所得が少ない方、家があっても資産の少

ない方の部分を考慮して、栃木県内では、３方式が望ましいという担当者レベルでの見

解となっております。「３方式が望ましい」と言っておりますけども、まだまだ４方式の

ところが県内に多いものですから、「望ましい」と言っているだけで、統一の方式につい

ては、これから何年か先に統一という形になってきます。市町村に関しては、３方式の

標準税率とその市町村によって行っている３方式、４方式の標準の税率の両方を県が示

すような形になると思います。下野市の場合は３方式ですので、３方式の標準税率が示

された、その後納付の金額等が出てきますので、それにおいて収納率等が示された部分

より高ければ金額もいくらか落とすことが出来ますし、そのままで残った部分を保険事

業に充てると言った市町村の実施の仕方によりますので、あくまでも県は、「標準税率で

これだけの金額を納めて下さい。」という標準を出しますけども、「それを、そのままし

なさい。」という強制はございません。納付の金額について、納付が出来るのであれば、

どういった形の税率であってもそれを基にした形で変えて頂いて市町村については構わ

ないと、「ただ、お金を納めて下さい。」という形の実質になります。 

それから先ほどの補足説明になりますが、下野市の２７年度最終調定での応益応能で

の割合になっております。医療部分については、５０．５。応益部分は４９．５という

形で、５０、５０と標準的な理想的な割合に近い状態になっております。以上です。 

【五十嵐委員】以前は、資産割がありましたよね、それを止めた理由は分からないでし

ょうか。 

【市民課事務局】答申のだいぶ前の前の前の段階、旧合併の頃に、南河内町がもう資産

割が無かった状態となっていたので、経過処置で一時期、２年か３年は資産割が復活し

たのですが、資産割だとやはり建物や土地を持っていても、所得が年金しかないのにと

いった形で色々なご意見がありまして、平成２３年度の改正から使われなくなっており

ます。 

【五十嵐委員】参考までに個人的な考えですが、資産割があるところは、確かに課税限

度額をあまり上げすぎると、確かに所得が無いのに、土地や建物を沢山持っていても売

れずに現金化出来ないという事で、国保税が限度額に達して払いきれない人が結構いる

のかもしれない。資産割を課税しているところは、ある程度、限度額を調整する理屈は

分かるのですが。そうではないので、ストレートに所得で下野市さんの場合には国保税

の税額が決まると思うのですが。後は、家族の人数で限度額が変わると。なかなか一般

的には、この限度額だけを調整するのは、今一つ理解出来ないです。ただし、１，５倍

位は、まあ一般的なことは分かりますが。 

【磯辺会長】よろしいですか。限度額を上げなくてもよいというお考えまでいったとい

うことですか。 
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【五十嵐委員】そう言うわけではなく、一応、対外的な説明は必要なのかと思ったので。

要するに、限度額以上の人以外は同じですよね。所得が一年経って上がった人、限度額

以内で上がった人と限度額以上の人の違いの説明が出来るのか、幅広く恩恵が受けられ

る提案ではないので。その辺が気になりましたので。 

【磯辺会長】後で皆さんにお伺いしますので、この（１案）、（２案）の違いは限度額を

上げるか、上げないかが残っていますので、最終には皆さんにご判断頂かなければなり

ませんが、五十嵐委員の意見も参考にしてされて頂きたい。中村委員。 

【中村委員】限度額を上げるという事は、高所得者が恩恵を受けていると反対の事かと

思っていましたが。 

【磯辺会長】はい、五十嵐委員。 

【五十嵐委員】参考資料１で言うと、課税額５４万から５２万の方は限度額が上がれば、

２万円余計に払う事になる。所得が増えているかは分かりませんが。今回、限度額を上

げなければ、課税は２万円だけと恩恵を受ける、上げれば２万円多く払うという事です。 

【中村委員】（1 案）の場合は、恩恵を受けるという事ですね。分かりました。 

【五十嵐委員】国保税に余裕がある話だったので、広く恩恵を受けるというのも、例え

ば均等割を減らすとかという方法もあるとか、限度額を変えると恩恵があるのが分かる

のですが。この辺の考え方は色々あってもいいと思います。先程、税務課さんが言った

様に、下野市はかなり限度額を超えている割合が３．３％と高いと、ちょっと改善した

いという理屈の説明だったらそれもありだと思いますけど。 

【中村委員】もう、一つ、「今後の医療給付費を」の「を」は「は」ではないですか。「を」

ではないと思うのですが。医療費「が」推計するではないですか。検討して下さい。 

ご検討ください。 

【磯辺会長】主語が無いのですよね。これは事務局にお願いしてもよろしいですか。後

ほど検討して下さい、よろしいですか。 

他にございませんか。質問、ご意見がもし無ければ、限度額を決定しなければならな

いので、それについてのご意見。今、五十嵐委員からありましたけれども、限度額はで

すね、国の地方税法が毎年度限度額、このところ上がっているのですが、だから毎年上

がってくると苦情の電話がくるのですね。それが８９万円、３つの医療分、後期分、介

護分を全部足しますと、今年８５万だったものが８９万円になってしまう。所得割で掛

け算すると高額所得の方は、本当はもっともっと払う様になる。だから、上限を切って

いる。低所得での軽減の方と高額で限度額を決めてもらっている方が、恩恵を受ける様

な構造になっています。真ん中の方はきっちり課税を払う形になっている。それでも８

９万円は、高いかも知れないですね。国保ではない、組合健保とか協会健保の方から見

ますと、すごく高い。この８９万は、１ヶ月いくらの所得の人が払うのか、組合健保等

でお金を払うとしたら、お給料がいくら位の人が払うのか計算した人がいまして、月給
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が１００万円を超える人が払うと言っていました。８９万円を。 

余計なこと言いましたけれども、限度額をどうするのかと。事務局、すみません、前

回頂いた３年前の答申は、「法定が変わったら、それに伴い共に限度額を上げていく」と

書いてありましたが、今回もこれに従わなくてもよろしいですか。私たちが新しく出し

てもいいですか。前回は法定と共に上げていけとあったのですけれども。前回の答申に

は書いてあったのです。この３年ほどずっと上がってきています。法定が上げられたら

一緒に上られているのですが。今回はどういたしましょうか。一応、試算では上げなく

ても何とか平成３０年に突入出来るとなっていますが。県にまとまってしまうまでは、

何とか突入出来るじゃないかと。中村委員。 

【中村委員】基本的な事ですが、平成３０年度からの保険税率については、必ず上がる

ことは決まっているのですか。 

【事務局】適用するという県内の事務レベルでの了承事項となっています。まだ条文と

して示される状況ではないのですが、事務レベルの中で、色々な形として協議の中だけ

で決定事項とまではいってないです。 

【磯辺会長】上がる方向ですね。加藤委員。 

【加藤委員】答申案はいつまでに、今日中に決めなくてはならないのですか？ 

【磯辺会長】今日、ご意見を頂戴して次の時にはもう完成した形にしたいです。税率は

何とか持ちこたえて３０年度に上げるという事で、前回の時、合意を頂いておりました

ので、今回、限度額について決定して頂きたいと思います。事務局。 

【市民課事務局】前回の時、スケジュール等をお話させて頂いたと思いますが。１１月

の中旬位までには、答申書を市長の方に提出をさせて頂く様な形でお願いしたと思いま

す。１１月の前半位に２９年度の当初予算がある程度固まります。１２月中には市長と

の協議の方も終えて、今度枠組みが出来上がる状態になるわけなのですけども、限度額

についても条例ですので議会の方にも上げる形となります。１１月の中旬位には答申書

を出させて頂きたいという事がございますので、一度、公文的に決めて頂いて、もう一

度修正したものをもう一度お見せしてそれからになります。 

【磯辺会長】限度額について、どなたかご意見はお持ちの方。８９万円に今年の春に法

律が変わっているのですね。ですから、前回の答申どおりに行けば税率を変えて８９万

にするところですが。どうでしょう、もし意見が無ければ、どちらかに決めて頂ければ

と思います。 

では、限度額は資料１の（案１）に、賛成の方。（案１）は、「上げない」（案２）は、「限

度額を上げる」です。（案１）に賛成して頂ける方、挙手をお願いします。ありがとうご

ざいます。全会一致で、（案１）に決定しました。今日ご意見、ご指摘頂いた点について

は、（案１）をもう一度チェックして頂きます。 

【市民課事務局】付帯意見について、見て頂いてご意見等がありましたら、修正してい
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きます。 

【磯辺会長】（3）付帯意見について、意味不明な点とかございませんか。特に心配な事

とかは無いですか。中村委員。 

【中村委員】（案１）、（案２）の（4）を添削して下さい。 

【磯辺会長】（案１）を採択して頂いて（１）につきましては、終了致します。 

続きまして、議題（２）平成２７年度下野市国民健康保険特別会計歳入歳出決算につ

いて、事務局の説明を求めます。 

【市民課事務局】それでは、平成２７年度下野市国民健康保険特別会計歳入歳出決算に

ついて説明させていただきます。資料をご覧になる前に、下野市の状況について説明い

たします。平成２７年度の平均被保険者数は１万４，３４９人で、前年度と比較すると

３５１人の減となっております。人数は、年々減少傾向にありますが、一人当たりの医

療費は、高齢化や医療技術の高度化等の影響で増大し、医療費の総額も増加する状況が

続いております。歳出の６０％を占め、国保会計の財政運営に大きな影響を与える医療

費でございますので、いかに医療費の増加を抑えていくかが、今後の課題とも言えます。

それでは、資料 2 をご覧ください。関連性がありますので、資料 2-1 を並べて見ていた

だければと思います。資料 2 の１ページになります。収入済額の一番下の欄にあります

歳入合計額７０億６，６９８万８，０５５円、これは前年度と比較しまして、２０．８％

の増加となりました。ページをめくっていただいて、３ページ、支出済額欄の歳出合計

額、６５億９，５２５万３，７９５円、こちらも前年度と比較しますと、１８．９％の

増加という結果になりました。歳入歳出差引残額は３ページにありますように、４億７，

１７３万４，２６０円で、こちらは、前年度と比較しまして、５６．５％の増加となり

ました。この実質収支額については、前年度に引き続き黒字となっております。 

それでは、平成２７年度の歳入歳出の決算内容につきまして、説明させていただきま

す。資料 2-2 をご覧ください。資料 2-2 を円グラフ化したものが、資料 2-3 になります

ので 2 枚並べて見て頂くと、構成比のイメージがつきやすいかと思います。前年度と比

較して増減額が大きいものについて、説明させていただきます。 

まず、歳入の「１.国民健康保険税」ですが、比較増減額のところで、５，４９４万７，

０００円の減となっております。平成２７年度の税軽減枠拡大に伴い、５割・２割軽減

世帯が増加し、税収が下がったため減となりました。税軽減分については、保険基盤安

定繰入金として補助金が入ってきています。 

次に「４.国庫歳出金」ですが、１億８,５６５万４,０００円の増額となっております。

こちらは、法に基づき国が負担するもので、市町村間の財政力不均衡の調整や、医療費

の増大による国保財政への急激な影響緩和などを目的に交付されるものでございます。

医療費が伸びたことにより交付額が増えております。 

次に「５.療養給付費交付金」ですが、８,６６５万４,０００円の減額となりました。こ
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れは、退職被保険者の医療費が減少したことによる減額となります。退職被保険者とは、

国保加入者で、６０歳以上６５歳未満の厚生年金等の受給者の方とその被扶養者の方で、

年々減少し、医療費の総額も大きく減少しております。 

次に「６.前期高齢者交付金」ですが、前年度に比べて６,７７７万８,０００円の増額と

なりました。これは、保険者間での前期高齢者（６５歳以上７５歳未満の方）の偏在に

よる負担不均衡を調整するための支援金でございます。次に「８.共同事業交付金」です

が、前年度に比べて９億６,６６１万１、０００円の増加となりました。これは、県国保

連合会が事業主体となり運営され、各保険者から拠出金を財源に国保財政の安定化を図

るため、基準を超える診療に対し交付されるのもので、８０万円以上の高額医療費を対

象とした高額医療費共同事業と１円以上８０万未満の医療費を対象とした保険財政共同

安定化事業があります。平成２７年度より保険財政共同安定化事業の給付対象が３０万

から１円以上に引き上げられたため、予算規模が大きくなっています。 

次に「１０.繰入金」ですが、前年度に比べて１億３,６５５万３,０００円の増額となり

ました。平成２７年度の税軽減枠拡大に伴い、５割・２割軽減世帯増加分の税軽減分に

ついて、保険基盤安定繰入金として、国・県・市から補助金が繰入金として計上されて

おります。 

次に、下の歳出に移ります。歳出におきまして、比較増減額の特に大きいものは、「２.

保険給付費」で、前年度と比較して３億２,５０２万１,０００円の増額となりました。平

成２７年１月からは、高額医療費の制度改正があり、所得に応じて設定される自己負担

限度額が３段階から５段階に変更されたものです。所得の多い方は、自己負担額が増加

しますが、低所得者の方は、反対に自己負担額が軽減されます。国保の被保険者の方は、

後者が多いため、本人の負担額は減りますが、保険者の負担額増加は避けられない状況

にあります。また、Ｃ型肝炎等の高価な薬剤が保険適用となったため、医療費が急激に

伸びている状況であり、今後、増加する医療費を抑制するためにも、特定健診や特定保

健指導などに力を入れ、重症化の予防に取り組むことが重要になってきております。 

次に、「７.共同事業拠出金」ですが、前年度と比較しまして７億８,９６３万５,０００

円の増額となりました。歳入の共同事業交付金のところでも、説明いたしましたが、保

険財政共同安定化事業の給付対象が、３０万以上から１円以上に拡大されたため、拠出

額が大きくなっています。 

歳入歳出決算の説明は以上となりますが、最後に基金についてご説明いたします。最

初にご覧いただいた資料 2 の最後のページ、２２ページをご覧ください。一番下の方の

「財産に関する調書」になります。国民健康保険財政調整基金、前年度末現在高としま

して、５億５,６７１万５,９６６円、右にいきまして決算年度中増減高マイナス１億７,

４８６万５,７７６円につきましては、１億７,５００万円の基金の取り崩しと、預金利息

の１３万４,２２４円の収入があります。年度末現在高３億８,１８５万１９０円となって
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おります。また、参考資料 3 としまして、近隣の市町の決算状況を添付しておきました

ので、ご覧いただけたらと思います。 

以上で説明を終わらせていただきます。 

【税務課事務局】資料 2－4 をご覧ください。「国民健康保険税の状況」です。資料 2 の

４ページ、５ページの国民健康保険税の内容に収納率を加えて整理した表になります。

表に本年度と前年度とありますが、ここが収納率の部分になります。では、一番下の合

計欄を見てください。平成２７年度の調定額、１９億３,４３６万２５４円に対する収入

済額１４億７,６２４万３７円、収納率として７６．３２％、前年度と比較して１．３％

の増になります。内訳としましては、滞納繰越分、これが平成２６年度までに課税し未

納になっている分です。そのうち、平成２７年度に収納した分の金額になるのですが、

調定として４億７，３５３万２,６５４円、これに対して収入済額で１億２，６５９万２，

７４９円、収納率２６．７３％、前年度と比較して、２．５２％の増となります。現年

度課税分として、これが平成２７年度に新規で課税した額になります。調定額が１４億

６，０８２万７，６００円、これに対する収入済額１３億４，９６４万７，２８８円で、

収納率９２．３９％、前年度と比較して０．７８％の増という状況になっております。 

以上です。 

【磯辺会長】ありがとうございました。この件について、ご質問がありましたらお願い

致します。木村委員。 

【木村委員】不納欠損額の基準、考え方とか条件とかがあると思うのですが、その事に

ついて説明して下さい。 

【税務課事務局】不納欠損は、法律上決められたものですが、いわゆる徴収出来ないも

のについて、調定を落とすという作業になります。理由が幾つかあるのですが、結果的

に徴収が出来ない事と、今後徴収の見込みが立たないという分について欠損します。例

えばどういうものかと言いますと、まず、死亡してしまって相続人が居ないため本人の

財産等を処分出来ないという場合と、死亡した方で財産が無い場合、取るものがないと

いうケースと、そもそもその人が所在不明でどこに居るのか分からないというケース、

納めない方を結果的に市で差押えをするわけですが、差押える財産が無いというケース

です。それと、徴収するにあたって、滞納処分ですが、処分すると結果的に生活が維持

出来ないような世帯もあります。徴収する事によって、生活保護基準以下になってしま

う状況の方達もいますので、こういった場合に欠損しています。こういったケースに対

して毎年不納欠損して、今回については、約２，４００万の不納欠損をしました。以上

です。 

 

< 荒川委員、内藤委員退席> 
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【磯辺会長】木村委員、どうですか。 

【木村委員】毎年変化があるのか、この不納欠損額の悪い言い方で、テクニックはある

のですか？過年度分ですよね。 

【磯辺会長】不納欠損の額の変動についてですね。 

【税務課事務局】不納欠損は、平成２３年度からのデータですが、平成２３年度は、約

４，０００万円。平成２４年度も、約４，０００万円。平成２５年度は、約２，０００

万円。前年２６年度は、約３，５００万円。２７年度、約２，４００万円落としました。 

【木村委員】はい。分かりました。 

【磯辺会長】他にありませんか。川上委員。 

【川上委員】今の不納欠損ですか、段階的に健康保険の期間とか定めていて、最終的に

は差し押さえという形になるかと思うのですけども。よく考えて見ると、粘れば粘るほ

ど納税は逃げ得というような形となるのかと思うのです。要するに国保の納税額が決ま

るのは、所得に対して決まるという事。納税額が決まるそのタイミングで、この徴収を

的確にしていかないと、どんどんずれていく。先程のご説明のように、最終的に亡くな

ってしまったり、お金がなくなってしまったりという形になってしまう訳ですね。とに

かく取れない部分があるのですね。そうすると、いわゆるこの納税していただくための

方策を積極的に取っていかない事には、それが増えていかない。前回の会議の中で、「差

し押さえが増えて数１０％上がりました。」という話があったかと思いますが。非常に考

え方がゆるい様な気がして、取れる人から取っていく。とりあえず、取れない人に対し

ては、非常にゆるい。最終的な生活保護という線があるわけですけども、それはそれと

して、そのタイミングで納税が出来る状態にあったはずなのにもうお金が無い、亡くな

ってしまった。そんな形に持っていく事が事務的におかしいのではないか。 

私が言いたい事は、払わない人には、もっと極端的に差し押さえしていく。あるいは

これは無理かもしれませんが、いわゆる保険証の交付をしない対策を、人権的には出来

ないですけども。それ位の考えの中で徴収をしていかないといけないのではないかと思

うのですが。一方で、払う人からどんどん取っていってという考えがある一方で、そう

いう事が行われているのは、非常に納得がいかない。だから、積極的に進めて頂きたい。 

後で出てくると思うのですが、今年度はどうしているのですか？どの様な状況であるの

ですか？何人くらいの人が、どうなっているのですか？その辺を次回、機会があれば教

えて頂きたいと思います。以上です。 

【磯辺会長】どうですか、事務局。 

【市民課事務局】基本的に随時、納税相談を行っている状況でおります。特に保険証の

場合には、９月末で１年の更新時期を迎えます。その時に、前年度の分が残っている方

に対しては、一般証の交付はまずしません。その段階で、納税相談を行いまして、納付

と国保税だけでなく、他の税を合わせた全額の納税相談を、税務課と共に実施します。
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今でもそうですが、１８歳以下のお子さんに関しては、６ヶ月の保険証を出さなくては

ならないと法定で決められておりますので、それから特定疾患の方とか、人工透析とか

の疾患を受けている方については、保険証を出さなくてはいけないと法律がございます。

それ以外の方に関しては、納付の状況に合わせて、１ヶ月、３ヶ月といった短期での保

険証を発行しています。全く相談に応じない、納税がない場合には、「資格者証」と言い

まして、１０割負担がかかる保険証について発行している状況になっております。 

その他、いわゆる限度額認定証と言いまして、これ以上払わなくてもいいですよとい

う限度額認定証を、今回基金として使ってはいないのですが、高額医療費の貸付等につ

いては、前年度の税納している部分の納税が滞りなく行っている方に関して、利益が出

る状況で、なるべく納付している人と納付していない人のその利益が違わない様な形で

の処理を今、実施しているところでございます。 

又、資格者証で病院にかかってレセプトとして上がって来た場合には、それのお金に

関しての７割部分については、全負担をして頂く。高額医療費で税金等が残っている方

については、ご協力を頂いて全額を税の方に入れて頂いくという、努力はしている状況

になっております。 

【磯辺会長】川上委員。 

【川上委員】それでは、状況は分かったのですが、先程の私の意見の中で、払えない人、

払う人、取れる人から取るという、その間の人がいるのですね、実は。これは国保だけ

の問題ではなくて、課税に対する、所得税を含めての考え方になってくると思うのです

けども、その所得の算定が適正に行われているのかというところが一つ大きな問題点な

のです。特に会社員の人、自営業の人、農業の人、色々とこの市の中に沢山の人がおら

れる。そういった中で、サラリーマンの場合には、もう否応無しにドンドン持っていか

れる。適正にお支払いしているという事です。後、自営業と農業の方たちに対する所得

の算定が本当に適正に行われているのかというところから、逆に突っ込んでいく事が、

国保税を適正に歳入していく考え方が、やはり必要ではないかと思うのです。 

そういう考え方をする市民が多いという考えの中で、そのトップモデルの中で議論が

される考え方ではなくて、所得に対する全体の物の考え方として、基本的にこれからは

マイナンバーが出てきましたから、非常にやりやすくなるとは思いますが、そういった

考え方も入れて、取り組んで頂きたいというのが１つの意見です。 

【磯辺会長】それでは、事務局。 

【市民課事務局】基本的に国保の関係で、税の申告が未申告の場合には、軽減とかが受

けられない形には制度上なっております。後は適正な申告に関しては、税務課の話にな

ると思います。 

【磯辺会長】税務課、所得税の事を。 

【税務課事務局】所得税の申告の関係の事ですね。所得税の申告をしまして、住民税も、
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また住民税ごとに保険税の課税をしますので、しっかりと適正な申告をしてもらえる様

に、周知徹底しているところなのですが、その中で自主申告というものも、それも大事

な事と考えております。自ら収支明細書に記入すると、そういった形で自主的に申告を

していただき、我々についてはそれに対してチェックをしまして、もし不備な点があれ

ば調査も行いますという形で、公平な形で業務を行っておりますので、今後とも続けて

ゆきたいと思います。 

又、先ほど市民課国保担当サイドから、滞納額を増やさないような取組等がありまし

たが。税務課サイドから言わせて頂きますと、税務課サイドでは現年度分の課税の滞納

を増やさないという事で、強化しいるところではあります。やはり現年分が滞って滞納

にある、なかなか支払いしていても金額が加算されてしまって、更に悪循環になってし

まいますので、特に現年度分に力を入れていくところです。そのためには賦課して２０

日経った段階で督促状を送っていますが、この督促状を出しても未収の人に対しては、

催告書と言いまして、イエローカード、レッドカードとしまして、早い段階で取り組ん

でおります。 

今回ですね、一つの取り組みとしまして、市県民税の話なのですが、最初の第一期分

に対して未収の方に対して、通常であればもう少し見送るのですが、その段階で催告書

を出しました。という事で、年度当初に納付しなければならないという認識付けを植え

まして、年間通して納めていただくと。先程、所課長からありました様に、未申告者へ

の申告勧奨の方とか、国保税につきましては、低所得者が多いとなっておりまして、申

告をしないがためにこの様な賦課がなされているという事もありますので、しっかり収

入がゼロであれば、ゼロだという申告して頂ける様に指導をしています。また口座振替

も推奨しております。 

滞納繰越分に対しましては、早い段階での財産調査という形で、差し押さえの強化に

力を入れております。昨年度は、２２６件の差し押さえを行っております。これを早い

段階でやることによって、案外効き目があるという事です。今後も続けていきたいと思

います。このような形で取り組んでおりますので、宜しくお願いします。 

【磯辺会長】他にございませんか。なければ、議題（２）平成２７年度下野市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算について議案のとおり承認してよろしいか、お諮り致します。 

 

―異議なし―   

 

【磯辺会長】異議なしと認め、議題（２）平成２７年度下野市国民健康保険特別会計歳

入歳出決算については、承認されました。 

続きまして、議題（３）平成２８年度下野市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

について、事務局の説明を求めます。 
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【市民課事務局】それでは、平成２８年度下野市国民健康保険特別会計補正予算（第１

号）について、説明させていただきます。資料 3 をご覧ください。今回の補正につきま

しては、歳入歳出それぞれ１億８７３万１，０００円を増額いたしまして、予算総額６

６億６，０８２万９，０００円にするものでございます。内容につきましては、平成２

８年度の交付金や納付金等の額の確定、及び平成２７年度の繰入金、繰越金の精算に伴

う補正となっております。 

では、まず歳入についてご説明いたします。４款 国庫支出金、１項目 国庫負担金、

１目 療養給付費等負担金につきましては、補正額５，２７７万１，０００円の減額補

正であり、補正後の額は、９億９，８８８万２，０００円でございます。この減額補正

の要因は、６款の前期高齢者交付金の増額によるもので、それぞれの算出方式において、

前期高齢者交付金の額を差し引くこととなっております。交付金が増額となったことに

より、補助金は減額となりました。次に、４款 国庫支出金、１項 国庫負担金、２目 

高額医療費共同事業負担金につきましては、補正額１７８万７，０００円の減額補正で

補正後の額は、２，６３９万２，０００円でございます。負担金の額の確定により減額

となります。続きまして、４款２項国庫補助金、１目財政調整交付金につきましては、

補正額９６７万２，０００円の減額補正で、補正後の額は、１億２，０６５万４，００

０円でございます。こちらも、６款の前期高齢者交付金の増額により、補助金が減額と

なりました。続きまして、４款２項国庫補助金、６目システム開発費等補助金につきま

しては、補正額９７万２，０００円の増額補正で、補正後の額は、９７万２，０００円

でございます。こちらは、平成３０年度の県広域化に向けたシステム改修費の補助金に

なります。続きまして、５款１項１目療養給付費交付金につきましては、補正額３，６

１７万円の減額補正で、補正後の額は、２億５，４００万８，０００円で、療養給付費

交付金の減額によるものでございます。 

続きまして、６款１項１目前期高齢者交付金につきましては、補正額１億７，８７０

万３，０００円の増額補正で、補正後の額は、１３億２，０６８万９，０００円でござ

います。平成２８年度の概算額の確定及び平成２６年度分の精算に伴う過年度交付金分

について、補正するものでございます。 

続きまして、７款県支出金、１項県負担金、１目高額医療共同事業負担金につきまし

ては、補正額１７８万７，０００円の減額補正で、補正後の額は、２，６３９万２，０

００円でございます。負担金の額の確定により減額となりました。続きまして、７款２

項県補助金、１目財政調整交付金につきましては、補正額７２９万１，０００円の減額

補正となり、補正後の額は、２億２，２６３万８，０００円ございます。こちらにつき

ましても、６款の前期高齢者交付金の増額に伴う減額となります。 

続きまして、裏面の１０款繰入金２項基金繰入金１目基金繰入金につきましては、補

正額２億３，３２０万円の減額補正となり、補正後の額は０円となります。こちらは、
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平成２７年度の繰越金等が当初予算の見積りより多くなったことから減額しましたが、

今後の医療費の伸び次第では、増額の補正もあり得ます。 

続きまして、１１款１項１目繰越金につきましては、補正額２億７，１７３万４，０

００円の増額補正、補正後の額は４億７，１７３万４，０００円で、繰越額確定による

補正となります。以上で歳入の説明を終わります。 

続きまして、歳出についてご説明申し上げます。次のページをご覧ください。 

１巻１項１目一般管理費１３節委託料については、補正額９７万２，０００円の増額補

正で、補正額の額は、６，６９２万１，０００円でございます。こちらは、平成３０年

度の県広域化に向けたシステム改修費の委託料でございます。３款１項１目後期高齢者

支援金１９節負担金、補助及び交付金につきましては、補正額８，８５５万円の減額補

正で、補正額の額は７億４，６９９万８，０００円となります。こちらは平成２８年度

概算額の確定に伴う補正でございます。４款１項１目１９節負担金、補助及び交付金に

つきましては、補正額５３万４，０００円の減額補正で、補正後の額は４８万３，００

０円となります。こちらも平成２８年度の概算額の確定によるものでございます。 ６

款１項１目介護納付金１９節負担金、補助及び交付金につきましては、補正額６，２０

３万１，０００円の減額補正で、補正後の額は３億１９８万８，０００円となります。

こちらも平成２８年度の概算額の確定によるものでございます。１１款諸支出金１項償

還金及び還付加算金３目一般被保険者償還金２３節償還金利子および割引料は、補正額

６，７１２万６，０００円の増額補正で、療養給付費等負担金及び災害臨時補助金の精

算に伴う償還金でございます。４目退職被保険者等償還金２３節償還金利子及び割引料

は、補正額４９万９，０００円の増額補正で、退職医療交付金の実績のよる精算に伴う

償還金でございます。１１款２項繰出金１目一般会計繰出金の補正額１，４１８万４，

０００円につきましては、職員給与等の繰入金及び出産育児一時金繰入金の精算による

増額補正でございます。１２款１項１目２９節予備費につきましては、歳入歳出の端数

調整のための２０６万８，０００円の増額補正をするものでございます。 

以上で、歳入歳出補正予算の説明を終わらせていただきます。 

 

< 山﨑委員、村田委員退席 > 

 

【磯辺会長】ただいま事務局の説明が終わりました。この件につきまして、質問があり

ましたらお願いします。２７年度の決算で出ました、繰越金が４億７，０００万位あり

ましたので、繰越金の増額というのが大きいですね歳入に対して。それから、前期高齢

者交付金も思ったより多くなったので、このような事になりました。前期高齢者が多く

なると、国の経費の補助金も出るのですね。 

【事務局】補助金の計算式の中に、前期高齢者の分は差し引いて残った部分に対して請
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求するという形となっております。 

【磯辺会長】今回、前期高齢者交付金と繰越金で、大きな変動があったので、歳入がこ

うなりました。 

【事務局】後は、歳出の方で後期高齢者支援金とか介護納付金と言うものがあるのです

が、そちらについては、例えば２８年度分ですと、２８年度分の概算額という形での幾

ら幾らで、概算額が出ます。その時に２年前の分について、精算と言う形で金額が表示

されます。その部分が例えば、払い過ぎていれば、マイナスという形になりますので、

その分マイナスになれば払う金額も少なくなります。ただ、２年前の部分として、例え

ば１，０００万少なかったという精算額がきますと、精算額がプラスにして、１，００

０万払わなくてはいけませんので。その部分で額が大きくなっていくのですが、２８年

度につきましては、たまたま後期高齢者支援金につきましても、介護給付金にしまして

も、概算額に対しまして、精算額の方がマイナスだったと２６年度分払いすぎています

よと言う形でマイナスの部分がありましたの、この様な形で８，０００万とか６，００

０万とかの形のマイナス部分になっている状況でございます。 

【磯辺会長】支払いが少なくて済むという事ですね。ざっくり言うとそういう補正予算

ですよね。 

はい、川上委員。 

【川上委員】その前期高齢者交付金ですね、６５歳から７４歳の方だと思うのですけれ

ども、これが多く費用かかる予算になった理由としては、県とかどこかでもらった金が

出たという事ですか、あるいはもっと他の要因ですか。 

【磯辺会長】歳入、算出ですか。 

【川上委員】歳入です。 

【磯辺会長】前期高齢者交付金ですね。 

【川上委員】歳入の前期高齢者交付金、７０歳から７４歳の方だと思うのですが、沢山

お金が入ってくる理由、要因とはなんでしょうか。 

【磯辺会長】前期高齢者交付金ですね。事務局。 

【市民課事務局】２６年度、前期高齢者の平均が５,２４８人です。２７年度の前期高齢

者の平均が５,４６９名です。被保険者自体は、先程言いましたように３００人とか、４

００人とか毎年減っていますけども、前期高齢者につきましては、３００人なり増えて

いる。この状況でいきますと２８年度も、やはり３００人増えるという形の概算です。

それから、その６５歳から７４歳の方ですけども、前期高齢者は。その方に関しては、

毎月毎月これだけ、医療費がかかっていますよと言う事で、お金の支払われるところに

報告しているわけですね。で、その平均、一人頭の医療費が幾らですよという物と全国

平均と換算して、国民健康保険の場合は、前期高齢者の割合が高いので、その分、社会

保険とか被保険者の方から穴埋めと言う形で、前期高齢者分をあげますという形になり
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ます。ですから人数が増えて、そのかかっている人数のかかる医療費の一人頭が上がれ

ばその分、もうちょっと入ってくる。そういう形になります。 

【磯辺会長】これも、解りにくいですね、初めての試みで。事務局。 

【事務局】ですから、ここにあります様に、前年度の部分は概算でございます。今回は、

過年度分。去年と今年は過年度分がマイナスで、払い過ぎたよと、うちが貰いすぎた部

分もあったのですが、今回は２６年度分が足らなかったら、２，３００万余計にくれま

すよという形になりましたので、その部分でも今回に関しては、下野市は恵まれている

状況になっております。 

【磯辺会長】過年度分ですね。前期高齢者交付金は、国保以外にも保険者がいます。協

会健保、組合健保、社会保険それぞれの保険が支え合う制度です。国民健康保険の場合、

前期高齢者が多いため前期高齢者の支出がどうしても多くなりますので、被用者保険の

方から支出されている訳です。こちらに集めてきている形になります。 

【増渕委員】被用者保険者の代表なので、その辺を説明したいと思います。実は、全国

健康保険組合では保険料の徴収をしていますが、その３割から４割の保険料は前期高齢

者と後期高齢者です。かなりの割合で前期高齢者と後期高齢者に流用しています。その

中から全国の国保に分かれていく形となっています。勿論、国からも出ています。 

【磯辺会長】はい。そうですね。 

【磯辺会長】協力して下さっているのですね。 

【五十嵐委員】いずれにしても、このままではパンクしてしまう話ですよね。日経新聞

にも載っていましたけれども、後期高齢者の負担額をもうちょっと増やす事を考えなく

てはならないとか、医療費の適正化を見ていかなくてはならないとかと言うのは当然の

事で。若年の人々も減っていますからね、納付される方もそうですね。 

【磯辺会長】こちらの被用者保険の方は方なりの、すごい課題を抱えていいらっしゃる

という事ですね。国保の課題も多いのですが、高齢者の方が多いですから、こちらはこ

ちらの課題になってしまいすみません、議長の立場で。 

他にございますか。議題（３）平成２８年度下野市国民健康保険特別会計補正予算（第

１号）について議案のとおり承認してよろしいか、お諮り致します。 

 

―異議なし－ 

 

【磯辺会長】異議なしと認め、議題（３）平成２８年度下野市国民健康保険特別会計補

正予算（第１号）については、承認されました。 

続きまして、「４．その他」になります。事務局より何かございますか。 

 

  < 五十嵐委員退席 > 
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【事務局】２点ほど、まず現在の運営協議を振り返った中で、個人の方から一人当たり

の保険税額と言う事で、参考資料４ですが、関連性とかなかなか難しい部分はあるので

すが、一応、２６年度は県の方から公表されていますので、その部分について下野市の

状況について表にしたものをお配りしました形となりますので、後で見といて頂けたら

と思います。それから、もう１点なのですが、今日、机の上に追加資料としまして置か

せて頂きました写しですが、１０月１９日に運協の委員さんの方の研修会が宇都宮市の

市民活動センターでございます。また、御出欠の方につきましては、１ヶ月位前になり

ましたらご通知を差し上げたいと思いますけども、まず日にちが決まっておりますので

事前にその日につきましては、この講演をお聴きになりたいという方の場合には、提出

して頂いて、うちの方で車を手配しまして研修に行きますので、日にちをお空け頂けれ

ばという形をとりましてお配りした次第でございます。 

【磯辺会長】出欠については、後日でもよろしいですか。 

【事務局】はい。 

【磯辺会長】では、改めて、通知がありますのでお申し込み下さい。 

【事務局】今後の日程ですが、今回ですね委員の皆様には、国保の規定の答申書につい

てご審議頂きまして、文字の文言とか、字の訂正とかございましたけれども、ほとんど

大きな修正が無く意見を出させて頂いた経緯がございましたので、最後に協議会を開く

のか、それとも、事務局で（案）につきまして、正式に清書したものを、ご送付致しま

すので、それについてご了解頂けるのであればサインを頂いて提出を頂くと、もしくは、

また字が、直しがあれば赤字で直して頂いた形でご返送頂く形で、協議会を省略させて

頂いてもいいのか、その辺についてご確認したいと思います。１１月の末には、１２月

の補正につきましては、改めて会議を開かなくてはいけないのですが、次回１０月の頭

とかに、協議会を開く場合には、この答申の審議のみと言う事になりますから、その辺

についても、ご協議を頂ければと思います。 

【磯辺会長】皆さん、お聞きの通り答申書つきましては、（第１案）を選んで頂きました。

特に次に皆さん集まって頂いて協議と言う事がなかったので、今、事務局が説明したと

おり出来上がったものをお送りしてご署名頂くと事で、ご署名頂いたものは返して頂く

という事ですよね。よろしいでしょうか。 

 

      －異議なし－ 

 

【磯辺会長】それでは、そうさせて頂くという事になります。次回の議会は１１月とい

うことです。 

【事務局】補正の時に第４回。中旬になるかと思いますが、そちらについては、１０月
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１９日の研修の辺りには日にちがある程度はっきりするとは思いますので、はっきりし

た時点でまず日にちだけをご通知を先に差し上げて頂く形をとるかと思いますので、宜

しくお願い致します。 

【磯辺会長】井上委員。 

【井上委員】その今の返事をする時は、メール返信でもよろしいでしょうか。やはり、

確認みたいなものは必要でしょうか。 

【事務局】メールでも大丈夫です。メールでのご希望であれば事前に言って頂ければそ

れでも大丈夫です。 

【井上委員】分かりました。後、1 つですね。せっかく作った参考資料１と４のですね。

数字とかの間違いとかじゃなくって、表の単位が入ってないですね。単位千と入ってい

るのと入っていないのがあるのですね。せっかくいい資料を作って下さったのにもった

いないので。 

【磯辺会長】そうですね、いい資料ですよね。 

【事務局】１人当たりの医療費に関しては、円になります。 

【井上委員】全部円ですよね。分かってらっしゃると思うですけども、資料としてはい

いのかなと思って。余計なことを申し上げました、すみません。 

【磯辺会長】そうですよね、迷いますよね。 

【井上委員】以上です。 

【磯辺会長】ありがとうございました。 

それでは、本日予定していました議事はすべて終了いたしました。以上をもちまして、

協議会を閉会したいと思いますがご異議ございますか。 

 

―異議なし－ 

 

【磯辺会長】異議なしと認め、第３回下野市国民健康保険運営協議会を閉会といたしま

す。本日はお忙しい中お集まり頂きまして、また円滑な議事進行にご協力頂きまして誠

にありがとうございました。 

 

<閉会  午後  ３時  ２５分> 
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この会議録に相違ないことを証するため、ここに署名いたします。 

 

 

 

下野市国民健康保険運営協議会  会 長 

 

 

                委 員 

 

 

                委 員 


